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本日は目次のとおり

第2四半期の概要をご説明後、通期の見通しと取り組みについて

ご説明します。

その後CSR活動についてご案内します。

最後に中計の進捗と中長期の考え方についてお話ししたいと思います。
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それでは 第2四半期の決算の概要について説明します。
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第2四半期は、

売上高は、チルド事業の取引形態変更の影響が△50億円程度あり、

前年同期比で減収となりましたが、利益は、

各段階損益とも増益となりました。

年間計画に対しては、概ね順調に推移しています。



事業別の売上高と営業利益の表になります。

売上高の増減をご覧ください。

食品事業は22億円の増収となっていますが、

前述のチルド事業の取引形態変更の影響を除くと、

前年同期比70億円程度の増収となりました。

一方、その他のエンジニアリング事業において、

前年に冷蔵庫の大型受注がありましたが、

今期はなく、74億円の大幅な減収となりました。

取引形態の変更を除くと、昨年並みの売上となりました。

営業利益については、次のページで説明します。
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営業利益の主な増減要因です。

南米の鮭鱒（さけます）養殖事業では、

一昨年の稚魚斃死の影響がなくなり、販売数量も回復したことから、

前年同期比31億円の大幅な増益となりました。

在庫に含まれる未実現利益などの調整１７億円を加味しても、

大幅な増益ですが、チルド事業の天候不順の影響に加え、

今年1月に稼働した新工場の減価償却費が増加したこと、

エンジニアリンｸﾞ事業の大幅減収による減益もあり、

前年同期比５億円の増益にとどまりました。
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連結の貸借対照表です。

総資産は、年末に向けた在庫の増加もあり、前期末比129億円増の

4,909億円となりました。

自己資本比率は前期末とほぼ横ばいの30％超です。



連結のキャッシュフローです。

第2四半期は営業キャッシュフローが

在庫等の増による運転資本の増加でキャッシュアウトになったことに加え、

設備投資の増加もあり、資金需要が増加しました。

これを借入金と現預金等の取り崩しで賄いました。

8



各事業について、ご説明します。

水産事業は、前年同期比で売上高は7億円の減収でしたが、

営業利益は16億円の増益となりました。

右下の営業利益のグラフをご覧ください。

第２四半期が大きく増益になったことがご覧いただけます。

詳細は次のページでご説明します
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【養殖】では、前述のとおり、

南米の鮭鱒で、一昨年の稚魚斃死の影響がなくなり販売数量も回復したこと、

右上の折れ線グラフにあるとおり、販売価格も堅調に推移したことから、

大幅な増収増益となりました。

国内養殖は、まぐろ、銀鮭はまだ回復の途中ですが、黒瀬ぶりは引き続き好調で

販売を伸ばしました。

左のグラフの、グレーが国内のぶり、水面下の水色が国内まぐろ、ピンクが国内銀鮭

となっています。

【加工・商事】では、北米の水産加工ではまだらの漁獲枠の減少の影響で

昨年投資した新ラインの減価償却費を吸収しきれず、減益となりました。

また、欧州の販売会社は、昨年販売したロブスターやイカなどの取扱数量が

減少したことに加え、DKK(デンマーククローネ）安もあり減収となり、

苦戦しました。

【ニッスイ】は、鮭鱒やぶりの取扱増もあり、増収増益となりました。



食品事業は、前年同期比で売上高は22億円の増収でしたが、

営業利益は3億円の減益となりました。

詳細は次のページでご説明します。
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【加工】では、北米は家庭用、業務用の冷凍食品とも販売が好調に推移しました。

家庭用は販売費がかさみ減益となりましたが、

業務用冷凍食品の生産性が改善したことにより、増益となりました。

また、欧州では、チルド商品を中心に販売は堅調に推移しましたが、

主に白身魚の原料価格の上昇により減益となりました。

【ニッスイ】は、右下の棒グラフからわかるように、冷凍野菜や

業務用冷凍食品の販売が好調に推移し、増収増益となりましたが、

【チルド】が、天候不順による販売数量の減少や、

新工場の減価償却費などのコスト増で減益となった結果

食品トータルでは若干の減益となりました。



ファインケミカル事業は、

【ニッスイ】は、健康食品や乳児用粉ミルクメーカー向けに

EPAやDHAなどを供給するビジネスが、国内外とも順調に推移しました。

【日水製薬】は、診断薬、医薬品の販売が堅調に推移しましたが、

販売構成の変化により原価率が上昇し、減益となりました。

この結果、ファイン事業合計では、前年同期比で売上高は8億円の増収ですが、

営業利益はほぼ横ばいとなりました。
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物流事業は、冷蔵倉庫事業は順調に推移しましたが、

第1四半期に退職給付債務の算定方法を変更した影響があり、

若干の減益となりました。
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その他事業は、エンジニアリング事業と海洋関連事業で構成しており、

大幅な減収はエンジニアリング事業です。

海洋関連事業は、しんかい６５００を搭載する船など、海洋調査船の

運航を請け負う事業、船舶の建造事業を行っています。
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通期の見通しについて、ご説明します。

米中貿易摩擦やブレグジットに加え、国内では消費税引き上げや

天候不順など不透明な状況にありますが、第2四半期の業績を踏まえ、

年間の利益計画に変更はありません。

なお、売上高につきましては、為替レートを期初計画より円高と

見ているため、100億円減収の7,000億円としました。
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通期見通しの事業別の表です。

売上計画については、為替の影響に加え、北米・欧州が当初アグレッシブな

計画を組んでいましたが、上期販売動向を踏まえ、見直しし、

水産・食品事業でそれぞれ50億円程度の減収計画としています。

利益計画は営業利益を含め合計では変更しておりませんが、

事業別には食品事業で４億円、物流事業で２億円、減益計画としました。

食品はチルドの天候不順の影響、物流事業は退職給付費用の増加を

吸収できないと判断しています。一方、全社経費減６億円をみています。

経費は、将来に向けた実験開発を予定しておりましたが、

実験に関するスケジュールが次年度になったことによります。

また、チリで反政府デモが発生しており、業績にどのような影響が出るかリスクと

考えています。
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下期は売上1,561億円、営業利益79億円を計画しています。

ポイントは鮭を中心とした年末販売と在庫のマネジメントと考えています。

養殖事業については、今年苦戦した銀鮭の馴致対策を強化し、

次年度の水揚げは絶対に成功させたいと思っています。

ぶりは拡大を続けており、種苗センターの増設が必要となってきました。

また、陸上養殖にもしっかりと取り組みたいと思います。

海への負荷をおさえながら、アニサキスフリーのサバを完成させるなど、

陸上養殖の技術を成長させ、付加価値を付けていきたいと考えています。

また、苦戦している、英国事業の強化に取り組みます。

４月に買収したFLATFISHとCAISTORの水産部門を統合し、強化します。
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銀鮭の取組です。

２０１８年１１月に鳥取県の大山のふもとに種苗センターを竣工しました。

種苗の質を上げるとともに、黒瀬ぶりのように、早期採卵/選抜育種を行い

質を高めていこうと思います。
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先ほど触れたサバの陸上養殖です。

水処理技術をもつ日立造船様と組んで、早期に事業化に

つなげたいと思います。

21



環境に配慮した養殖をすすめ、付加価値を向上していきます。

左から、

米国のBAP（Best Aquaculture Practice：ベスト水産養殖業務認証）、

欧州のASC（Aquaculture Stewardship Council：

責任ある養殖により生産された水産物の認証）、

日本のMEL（Marine Eco-Label：日本における水産エコラベル）など

様々な認証を取得しています。

今後も順次取得したいと思います。
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下期は売上高1,637億円、営業利益56億円を計画しております。

国内外とも値上げをしっかりと行うことともに、販売費のコントロールが重要と考えていま
す。

また、おいしく健康に良い商品を、簡便に食べていただける商品の開発・提案を

グローバルに進めていくことが肝要と考えています。

生産性の面では、

・北米は２０２０年完工に向けた自動化投資を行っています。

・欧州は、ここ数年拡大してきましたので、取得した工場間の最適化を図ります。

・アジアは２０２０年１月に竣工を目指し、新工場を建設中です。

ファストフードやカフェ/CVS向けの商品を作る予定です。
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先に申し上げた、おいしく健康で簡便な商品として、

具体的にはレンジやオーブンに入れるだけで、簡単に調理できる下済処理した、

写真のような商品です。

日本に限らず欧米でも社会の変化に伴い、食事に求められるものが

変わってきております。

このような品を提供できるよう、事業構造をシフトしていきます。
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また、特に欧州ではベジタルと呼ばれる野菜を素材にした市場が

ここ数年急速に成長しております。

フランスにあるシテマリンではこのベジタルのラインナップを増やしており、

毎年10％以上の成長を続けております。

今後は英国のCAISTORへの展開も検討しています。
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ニッスイグループは、水産事業と食品事業をグローバルに展開しております。

例えば、

北米で漁獲された「すけそうだら」を現地の工場でフィッシュブロックに加工し

凍結します。

それを原料に加工工場では、冷凍のままフィッシュフライに加工しております。

このように魚を解凍せず、加工するワンフローズンの製品は、

鮮度が保たれ、お客様からも評価いただいております。

すけそうだらは現在MSCを取得している魚種であることから、

環境に配慮した商品として欧米はもとより、日本でもその価値が認められて

来ています。

26



下期は売上高143億円、営業利益15億円を計画しております。

機能性原料の収益力を上げるため生産性の向上を図るとともに、

利益が取れるアイテムにシフトしていきます。

また、医薬品原料については、アメリカFDAのドラッグマスターファイルへの

登録申請は、つくば工場と鹿島医薬品工場の2工場とも完了しました。

ｃGMPの認証取得については、課題を一つずつクリアしながら整備を

進めているところです。

27



次に、CSRの取組をご紹介します。
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当社グループが取り組むべき重要な社会課題は、

①豊かな海を守り持続可能な水産資源の利用と調達を推進する

②安全・安心で健康的な生活に貢献する

③社会課題に取り組む多様な人材が活躍できる企業を目指す

の３つとしています。

まだまだ十分ではありませんが、成長戦略に重要課題の解決に向けた

取り組みを折り込みながら進めています。
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「豊かな海を守り、持続可能な水産資源の利用と調達を推進する」については、

２０１８年に、２０１６年の当社グループが取り扱う天然魚の資源状況を

調査し発表しましたが、今後は２０１９年に情報をアップデートするとともに

不明部分に対する対応も検討していく予定です。

私たちは２０３０年には「ニッスイグループが調達する水産物について

持続可能性が確認されている状態とする」を宣言しています。
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また、同じ課題への対応として海洋プラスチック問題は避けて通れません。

社内に「海洋環境・プラスチック部会」を設置し、活動を開始、

当社の目指す姿の検討を開始しました。

また、２０１６年に参画している「SeaBOS」においても、

海洋プラスチックごみ問題を取り上げており、SeaBOSを通じた取り組みにも、

しっかり対応してまいります。
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「安全・安心で健康的な生活に貢献する」課題では、

フードロス削減に取組んでいます。

生産・輸入から流通、消費者に至る、サプライチェーン全体を通じた取り組みが

必要ですが、流通・販売の各段階における取組として、今年７月より

缶詰の賞味期限を年月表示に変更いたしました。

冷食などの主力製品についても賞味期限延長を目指し様々な検証を

行っています。
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企業の社会課題の解決への改善を促す非営利団体である

ワールド・ベンチマーキング・アライアンス（WBA）が発表した、

シーフード スチュワードシップ インデックス による

世界で最も影響力のある水産会社３０社ランキングで

ニッスイは３０社中１７位の評価でした。

「環境」「フードロス」「従業員の健康」の取組は優れているという評価を

受ける一方、持続可能な調達の仕組みについては、不十分との評価に

なりました。

真摯に受け止め、グローバルに評価いただけるような取り組みを

すすめてまいります。
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３０社のランキングはご覧の通りです。
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中期経営計画の進捗と中長期の取組についてご説明します。
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今年は、現中計 MVIP＋（プラス）２０２０ の中間年にあたりますが、

計画に対して概ね順調に推移しています。
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中長期の成長には、IoT/AIなどのデジタル技術を活用し、

収益力を高めることが必要と考えています。

たとえば、養殖事業における自動給餌などの取組みに加え、IoT／AIを

駆使することで、効率的で生産性の高い養殖事業に進化し

他社と差別化を図りたいと考えています。

また、養殖では、養殖場をいかに拡大していくかも成長のカギとなります。

国内外で環境に配慮した養殖場を拡大する取り組みを続けていきます。

また、安全・安心で健康的な生活に貢献するため、水産物の特性を生かした

新たな機能の発掘により、健康的な魚食の可能性を拡げる新たな市場の

創造にも挑戦していきます。

魚油を元に健康をお届けする分野では、高純度EPAの海外展開に向け、

研究開発や生産体制の強化に取組んでいくとともに、

更なる可能性を探ってまいります。
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また、今後の成長には、海外販売の拡大は必須と考えます。

ヨーロッパではフランス・イギリスを起点として、生産拠点の拡大と生産体制の

最適化を図るべく、M&Aによる増力も行う必要があると思っています。

アジアではたくさん国はありますが、タイ・ベトナムから販売拡大を目指します。

日本は人口減少は避けられません。将来の成長性を見極めたうえで、

人員不足対応を考慮した加工工場の再編を検討してまいります。
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国内外とも変化が激しく難しい経営環境ですが、

リスクをマネージしつつ、成長に向けた施策を展開してまいります。

ご清聴ありがとうございました。
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